６．食中毒対策の推進
（１）食中毒の実態
　
近年、食品に対するニーズの多様化を反映して、輸入食品の増加、食品製造・加工技術の進歩及び流通の広域化等、食品を取り巻く環境は著しく変化してきております。これに伴い食中毒発生状況も同時に変化してきております。
①食中毒事件数、患者数、死者数
食中毒統計を開始した昭和27年から平成７年までの食中毒の変遷をみますと、事件数においては昭和30年代には2,000件を前後していましたが、40年から50年までは1,500件から1,000件に、60年代以降は1,000件以下と減少傾向にあります。死者数についても、昭和40年代前半までは100人以上であったものが、60年代以降は10人以下となっております。患者数については、平成7年までは年間30,000人前後の発生が見られました。
これらの傾向より、患者数においては格段の減少は見られないものの、事件数・死者数については減少傾向にあり、食中毒が大規模化しています。こうした傾向は、食品の大量生産、広域流通及び外食産業の普及などがその背景にあると思われます。
近年の傾向においては、平成８年に腸管出血性大腸菌Ｏ１５７による大規模事件の発生やサルモネラによる事件の増加にともない、事件数、患者数、死者数とも大幅に増加傾向を示しました。また、平成９年から患者数2人以下のいわゆる患者1人の散発事件もよく届出られるようになり、事件数が増加傾向にあります。
なお、平成１２年７月に発生しました雪印乳業の事件では、約１万５千人の有症者を出しております。
②原因施設別事件数
「家庭」を原因とするものの割合は、昭和30年代には40％前後を占めていたが、減少を続け、60年代以降には20％以下となっております。一方、「飲食店」を原因とするものの割合は増加しており３０年代には数5％前後であったものが60年代以降は30％を越えるようになってきています。こうした傾向は、大量生産による調理済み食品の普及や、外食による食品摂取機会の増加などがその背景にあると思われます。
③病因物質別判明率
病因物質が判明したものについてみますと、「細菌」による事件が高い割合を示しており、近年では「腸炎ビブリオ」、「サルモネラ属菌」、「カンピロバクター」、「その他の病原大腸菌」等の細菌による事件が80％以上を占めています。
特に「サルモネラ属菌」、「腸炎ビブリオ」、「カンピロバクター」による事件が急増しています。
④平成１１年食中毒発生状況
事件数2,697件（対前年比89.6％）、患者数35,214人（対前年比76.3％）、死者数7人（前年9人）で、うち1人の事例の事件数1,416件（対全体比の52.5％）と患者1人の散発事例が増加しています。
（２）食品衛生監視の現状
食品衛生行政においては、食品衛生法に基づき、食品の規格基準、施設基準等を定め、これらを遵守する事により食品の安全性を確保しています。
また、都道府県等（120自治体）の保健所（594箇所）において、食品衛生法に基づき、食品衛生監視員（7,211人）により、食品関係営業施設（約422万施設）を対象に立入検査等による監視指導を実施しています。
・食品営業施設の監視指導（平成１０年度）
	立入検査のべ回数　　（総食品営業施設数）
	 うち処分件数

	　　4,419,235　　　　　（4,226,371）
	　　　4,768


・収去試験（平成１０年度）
	　　総収去検体数
	　　　うち不良検体数

	  　　　243,024
	　  　　　3,432


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成１０年度衛生業務報告より引用）
食中毒発生時には、保健所は医師の届出等によりその発生を探知し、食中毒処理要領に基づき調査を実施して、原因食品の廃棄命令や原因施設の営業停止等の行政処分を行うなど、被害の拡大防止及び再発防止に努めることとしています。
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（３）食中毒防止のための企業の取り組み
食品製造業者等は、食品衛生法、条例において食品衛生管理者または食品衛生責任者を設置することになっております。製造施設においては、法で定める規格基準及び自ら定める社内基準等に適合するか確認するとともに、従業員の衛生教育等についても、積極的に取り組み食品の安全性確保に努めるよう指導しております。
また、業界団体等（社団法人日本食品衛生協会）を通じて情報収集や食品の衛生思想の普及、啓発にも努めております。
社団法人　日本食品衛生協会ホームページ　http://www.jfha.or.jp/
（４）食中毒防止及び発生時の被害拡大防止のための厚生省の施策
①食品の食中毒菌汚染実態調査
食中毒発生の未然防止対策等を図ることを目的とし、全国１９自治体の協力を得て実施しております。
②夏季食品一斉取締り 

食品の衛生的な取扱い、添加物の適正な使用について食品関係営業者等に対し、夏期における食中毒の発生防止等を目的として実施しております。
③年末食品一斉取締り
食品の衛生的な取扱い、添加物の適正な使用につき食品関係営業者等に対し、食品の流通が多い年末に食中毒の発生防止等を目的として実施しております。
④学校給食施設の一斉点検及び社会福祉給食施設の一斉点検
乳幼児、老人等の食中毒のリスクの高い人々を対象として、提供される給食の安全確保の徹底を図ることを目的として実施しております。
⑤食品保健総合情報処理システム
都道府県等とのネットワークを整備し、食中毒事件の発生情報等の共有化を図るとともに、インターネット等を通じ国民への情報提供に努めております。
（５）今後の対策等
1  広域的な食中毒事件に対応するため、厚生省と都道府県等との連携を強化していきます。
2  食中毒発生の未然防止対策を図るため、特に社会福祉施設等の集団給食施設の監視指導を引き続き強化していきます。
3  インターネット等を活用した食中毒情報の迅速な提供及び消費者に対する啓発に努めていきます。
4  食品営業施設に対する監視指導について、重点化及び効率化の観点から監視指導の見直しを図ることとしています。
（参考）
（１）厚生省の施策の結果
①食品の食中毒菌汚染実態調査  http://www.mhw.go.jp/houdou/1204/h0413-2_13.html
平成１１年度は、生食用に供される野菜類（カイワレ、ミニトマト、カット野菜等）、ミンチ肉、生食用牛レバー等の2,730件の検査を実施しました。
②夏季食品一斉取締り
平成１１年度は、７月に757,951の食品営業施設の立入検査を実施し、食品の収去試験については、119,952件の検査を実施しました。
③年末食品一斉取締り
平成１１年度は、１２月に482,269の食品営業施設の立入検査を実施し、食品の収去試験については69,810件の検査を実施しました。　
④学校給食施設の一斉点検  http://www.mhw.go.jp/houdou/1201/h0124-2_13.html
平成１１年度は、１０月から平成１３年１月までの４ヶ月間に16,413施設の点検を実施しました。
⑤社会福祉給食施設の一斉点検※
平成１１年度は、４月から５月間の２ヶ月間に31,384施設の点検を実施しました。
（２）消費者への情報提供  http://www.mhw.go.jp/o-157/index.html
①食中毒速報
平成１２年の食中毒等（食中毒以外の事例も含む）の発生速報
②食中毒関連情報
食中毒に関する報道発表資料等
③食中毒発生状況
過去の食中毒統計等
④関連ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ
国立感染症研究所  http://www.nih.go.jp/index-j.html
国立医薬品食品衛生研究所等の情報ページ
                  http://www.nihs.go.jp/index-j.html
　
　食中毒の分類と主な原因
　　　　　　　　　　　　　　　病因物質　　　　感染源　　　　原因となった食品等
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　
　　　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　

　　　　　
　　　
　　　　 　　　
　　　　　　　　　　　　　　　



病因物質（主な細菌）別にみた事件数の年次推移
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年次別にみた食中毒発生状況
年次別食中毒発生状況　　　　　　　　　　　　　　　                     （昭和５１年～平成１１年）
	
	
	
	
	１事件
	罹患率
	死亡率
	致命率

	年　次
	事件数
	患者数
	死者数
	当たりの
	（人口
	　（人口
	（％）

	
	　　（件）
	　　（人）
	（人）
	患者数
	　　１０万対）
	　　１０万対）
	

	51
	831
	20,933
	26
	25.2 
	18.5 
	0.0
	0.1

	52
	1,276
	33,188
	30
	26.0 
	29.1 
	0.0
	0.1

	53
	1,271
	30,547
	40
	24.0 
	26.5 
	0.0
	0.1

	54
	1,168
	30,161
	22
	25.8 
	26.0 
	0.0
	0.1

	55
	1,001
	32,737
	23
	32.7 
	28.0 
	0.0
	0.1

	56
	1,108
	30,027
	13
	27.1 
	25.5 
	0.0
	0.0

	57
	923
	35,536
	12
	38.5 
	29.0 
	0.0
	0.0

	58
	1,095
	37,023
	13
	33.8 
	31.0 
	0.0
	0.0

	59
	1,047
	33,084
	21
	31.6 
	27.5 
	0.0
	0.1

	60
	1,177
	44,102
	12
	37.5 
	36.4 
	0.0
	0.0

	61
	890
	35,556
	7
	40.0 
	29.2 
	0.0
	0.0

	62
	840
	25,368
	5
	30.2 
	20.7 
	0.0
	0.0

	63
	724
	41,439
	8
	57.2 
	33.7 
	0.0
	0.0

	元
	927
	36,479
	10
	39.4 
	29.6 
	0.0
	0.0

	2
	926
	37,561
	5
	40.6 
	30.4 
	0.0
	0.0

	3
	782
	39,745
	6
	50.8 
	32.0 
	0.0
	0.0

	4
	557
	29,790
	6
	53.5 
	23.9 
	0.0
	0.0

	5
	550
	25,702
	10
	46.7 
	20.6 
	0.0
	0.0

	6
	830
	35,735
	2
	43.1 
	28.6 
	0.0
	0.0

	7
	699
	26,325
	5
	37.7 
	21.2 
	0.0
	0.0

	8
	1,217
	46,327
	15
	38.1 
	36.8 
	0.0
	0.0

	9
	1,960
	39,989
	8
	20.4 
	31.7 
	0.0
	0.0

	
	*  1,124
	39,153
	2
	34.8 
	31.0 
	0.0
	0.0

	
	**   836
	836
	6
	1.0 
	0.7 
	0.0
	0.7

	10
	3,010
	46,179
	9
	15.3 
	36.5 
	0.0
	0.0

	
	*  1,398
	44,567
	8
	31.9 
	35.2 
	0.0
	0.0

	
	** 1,612
	1,612
	1
	1.0 
	1.3 
	0.0
	0.1

	11
	2,697
	35,214
	7
	13.1 
	27.8 
	0.0
	0.0

	
	*  1,281
	33,798
	4
	26.4 
	26.7 
	0.0
	0.0

	
	** 1,416
	1,416
	3
	1.0 
	1.1 
	0.0
	0.2

	 *うち２人以上に事例
**うち１人の事例
	
	
	
	
	
	


７．異物混入の防止対策の推進
（１）食品への異物混入等の実態
1 本年６月におきました雪印乳業食中毒事件を契機として、消費者の食品の安全性に対する関心が高まり食品に対する苦情等が増加し、同時に食品の回収等が頻繁に行われました。
2 異物混入につきましては、ガラス片、ボルト、金属片のような健康被害を引き起こすおそれがあるものから、毛髪、農業害虫（ハエ・ゴキブリ等を除く）など直ちに健康被害をもたらす可能性が低い事例など多岐にわたっています。
3 また、原因や対象となる食品の範囲の特定は、困難な場合は少なくなく製造者の対応にばらつきが多く見られ、このような状況が消費者の不安をまねき、ひいては食品製造者の姿勢に対する懸念及び食品の安全性確保に関する信頼性の低下を引き起こした要因の１つです。
これらの問題について食品衛生行政においては、問題が起きた際には安全確保のため調査を行い、回収が必要な場合には迅速な対応をとるとともに未然防止のため、防虫対策や従業員の衛生教育の徹底を指導して参ります。
○主な回収事例
	異物混入等
	品目
	内　　　　容
	行政処分
	指導内容

	銅線混入

	菓子
（栄養調整食品）
	・製造工程に使用しているパイプの摩耗によるパイプに含まれている銅製ワイヤーの混入
	・法第４条違反としての２２条に基づく回収命令
	・パイプの目視チェック等衛生管理につき改善指導

	陶器片混入
	洋菓子
	・洋菓子製造施設内で破損した陶器の混入
	・法第４条違反としての２２条に基づく回収命令
・営業停止３日間
	・衛生管理につき改善指導

	針金の混入
	米菓
	・米菓の受け容器に、金網コンベアの連結留め具が混入
・金属検出器の作動確認が不十分
	無
	・金属探知器の作動確認につき指導

	シリカゲルの混入
	エビドリア用ソース
	・充填機内の原料貯蔵品の品質保持のために使用した袋入りのシリカゲルの除去を忘れたため混入
	無
	・シリカゲルの取扱い、清掃等の手順書の作成につき指導


	ハエの混入
	清涼飲料水
(トマトジュース)
	・充填ラインでハエが混入
	無
	・昆虫侵入防止対策につき指導


（２）異物混入等に対する食品衛生法上の規制
①異物混入等にかかる食品衛生法上の規制については、以下の食品衛生法第4条第四項に示しております。
	第４条　[不衛生食品等の販売等の禁止]

次に掲げる食品又は添加物は、これを販売し（不特定又は多数の者に授与する販売以外の場合も含む。以下同じ。）、又は販売用に供するために、採取し、製造し、加工し、使用し、調理し、貯蔵し、若しくは陳列してはならない。
1　 腐敗し、若しくは変敗したもの又は未熟であるもの。但し、一般に人の健康を損なう虞がなく飲食に適すると認められているものは、この限りではない。
2　 有毒な、若しくは有害な物質が含まれ、若しくは付着し、又はこれらの疑いのあるもの。但し、人の健康を損なう虞のない場合として厚生大臣が定める場合においては、この限りではない。
3　 病原微生物に汚染され、又はその疑いがあり、人の健康を損なう虞のあるもの。
4　 不潔、異物の混入又は添加その他の事由により、人の健康を損なう虞があるもの。


②苦情等により調査を行った結果、第４条違反の疑い又は健康被害の発生の報告を受けた場合は、食品衛生法第17条の規定に基づき保健所の食品衛生監視員等が臨検検査等を行い違反が確認された場合には、食品衛生法第22条の規定に基づく地方自治体等による回収命令等により、当該食品の廃棄または用途変更（家畜の飼料等）を指導し、食品衛生法上の危害の拡大防止及び再発防止のために必要な措置を講じることとしております。
また調査の結果、都道府県等が条例により定めた施設基準に合致しない場合は、その施設の改善命令又は営業許可の取り消し、若しくはその営業の全部若しくは一部を禁止することとしております。
	第１７条　[報告・臨検検査・収去]

厚生大臣、都道府県知事等は、必要があると認めるときは、営業を行う者その他の関係者から必要な報告を求め、当該官吏吏員に営業の場所、事務所、倉庫その他の場所に臨検し、販売用に供し、若しくは営業上使用する食品等を無償で収去させることができる。


	第２２条　[営業許可の取消等]

違反した場合においては、営業者若しくは、当該官吏吏員にその食品、添加物、器具若しくは容器包装を廃棄させ、又はその他営業者に対し食品衛生上の危害を除去するために必要な措置をとることを命ずることができる。


（３）異物混入防止対策等
①営業者
営業者は異物混入等による健康被害の情報を得た際には、直ちに調査を行い問題を把握し、その結果健康被害の発生やその虞がある場合は、営業者を管轄する都道府県等に情報提供して、被害を未然に防ぐことが望まれます。また、問題を究明し再発防止のために行政と協力して、製造方法の見直し従業員の教育等を行っております。
なお、社団法人日本食品衛生協会においては、営業者を対象とした「食品の異物混入等防止講習会」を開催するとともに、この問題について営業者に周知しています。　社団法人日本食品衛生協会　http://www.jfha.or.jp/
②都道府県等
異物混入等による健康被害や苦情並びに営業者による自主回収の報告を受けた場合は食品衛生法第１７条の規定に基づく臨検検査等を行い、食品衛生法違反が確認された場合については、回収命令等衛生上の危害の拡大防止等のために必要な行政措置をとるとともに、広く情報を周知する必要がある場合には報道機関を通して広報を行っております。
③厚生省の施策 

·  健康被害の虞があるとして法第22条に基づき都道府県等により回収命令等を行った件については、食品名、原因等について報告を求め、都道府県等の業務の支援に資することを目的として、タイムリーに都道府県等に提供することを検討しています。このためのツールとして厚生省と都道府県等を専用のコンピュータネットでむすぶ「食品保健総合情報処理システム」の活用を検討しています。また、営業者の衛生管理対策の参考として主な回収事例を更新していきます。
・ 異物混入に関する健康被害の評価手法については、今後、コーッデックス等で検討することが予定されている。
８．総合衛生管理製造過程（ＨＡＣＣＰ）
（１）ＨＡＣＣＰの仕組み
　①ＨＡＣＣＰとは
　ＨＡＣＣＰ（Hazard Analysis and Critical Control Points：危害分析重要管理点）システムは、米国航空宇宙局（ＮＡＳＡ）における宇宙食の製造に当たって食品の安全性を高度に保証する衛生管理手法として開発されました。
　この衛生管理手法は、食品の製造業者が食品の製造・加工工程のあらゆる段階で発生するおそれのある微生物汚染等の危害について予め調査・分析（Hazard Analysis）し、この分析結果に基づいて、製造工程のどの段階で、どのような対策を講じれば、より安全性が確保された製品を得ることができるかということを重要管理点（Critical Control Points）として定め、これが遵守されているかどうかについて常時監視することにより製造工程全般を通じて製品のより一層の安全確保を図るというものです。
　ＨＡＣＣＰシステムは、食品の安全性を確保する上で最も効果的かつ効率的な手法であるとして高く評価され、欧米諸国においては、はやくから食品業界に導入が推進されてきました。
　また、国際的にも、ＦＡＯ／ＷＨＯ合同食品規格計画委員会（コーデックス委員会）において、「ＨＡＣＣＰシステム適用のためのガイドライン（１９９３年）」を採択し、各国に本システムの積極的な導入を勧告しています。
　我が国では、平成７年の食品衛生法の改正において、ＨＡＣＣＰシステムによる衛生管理を基礎とした「総合衛生管理製造過程の承認制度（法第７条の３）」を創設し、食品関連施設に対し本システムの導入を推進してきたところです。
        従来の衛生管理手法との違い
	
	
	従来の衛生管理は、最終製品のな
	かから抜き取り検査をして安全性の確認をし
	

	
	ていましたが、この手法ではすべての製品が安全であるという保証はありません。
	

	
	しかし、ＨＡＣＣＰシステムは、食品製造工程中の危害防止につながる重要管理
	

	
	点をリアルタイムで監視し記録することにより、すべての製品が安全であること
	

	
	を確保しようとするものです。
	


　②総合衛生管理製造過程承認制度の概要
　総合衛生管理製造過程の承認制度は、平成７年、食品衛生法の一部改正において創設された制度であり、我が国にＨＡＣＣＰシステムを基礎とした食品の衛生管理方式を初めて法律に位置付けたものです。
　本制度は、一般的衛生管理（いわゆる施設基準と管理運営基準）の実施を基礎としたＨＡＣＣＰシステムによる衛生管理が適切に実施されているかどうかを書類審査及び現地調査により確認し、これらを総合的に審査し、厚生大臣が各施設毎に承認を与えるものです。
　本制度の承認を受けることにより、営業者は、同等以上の食品衛生水準を維持しつつ、高度で多様な製造・加工及びその管理の方法の設定が可能となります。
　
　＊加工乳の製造を例にとったＨＡＣＣＰの概要
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（２）　ＨＡＣＣＰの現状
　①我が国のＨＡＣＣＰシステムの導入状況
　総合衛生管理製造過程の承認制度の創設により、我が国の食品業界にもＨＡＣＣＰシステムによる衛生管理の考え方が徐々に浸透しつつあります。
　総合衛生管理製造過程の対象食品としては、現在、乳・乳製品、食肉製品、容器包装詰加圧加熱殺菌食品（いわゆるレトルト食品）、魚肉練り製品及び清涼飲料水が政令で指定されています。
　承認状況は、平成１２年１０月末現在、４２７施設、９５１件となっています。
        承認状況
	
	乳
	・乳製品
	　　　　　　　　３０７施設（７３８件）
	

	
	食肉製品　　　　　　　　　　　　９３施設（１７８件）
	

	
	容器包装詰加圧加熱殺菌食品　　　１３施設（　１６件）
	

	
	魚肉練り製品　　　　　　　　　　１４施設（　１９件）
	

	
	清涼飲料水　　　　　　　　　　　　０施設（　　０件）
	

	
	  総合衛生管理製造過程の承認は、製品群毎（乳・乳製品であれば
	

	
	牛乳、加工乳、乳飲料、はっ酵乳等）の承認となることから、施設
	

	
	によっては数製品群が承認されています。
	


　また、総合衛生管理製造過程の対象ではない集団給食施設等については、ＨＡＣＣＰの概念に基づいた「大量調理施設衛生管理マニュアル」により、食中毒の予防と、衛生知識の普及啓発に努めています。
　②ＨＡＣＣＰシステム導入推進のための施策
　ＨＡＣＣＰシステムの導入を推進するため、「食品の製造過程の管理の高度化に関する臨時措置法（平成１０年）」を制定し、金融・税制面での優遇措置を通じてＨＡＣＣＰをより行い易くする施設・設備等の整備を行えるようにしました。
　また、ＨＡＣＣＰシステム導入食品製造施設への助言のできる食品衛生監視員の養成、業界団体の開催する講習会への講師の派遣等を行っています。
（３）今後の対策等
　①総合衛生管理製造過程に関する評価検討会の開催
　総合衛生管理製造過程承認制度については、雪印乳業食中毒事件を契機として、承認審査及び承認後の監視等について強化を図ることとしています。そのために、専門家からなる「総合衛生管理製造過程に関する評価検討会」を開催し、制度の運用及び個別申請について助言をいただいています。
　②平成１３年１月以降の総合衛生管理製造過程の承認審査体制について
　平成１３年１月からの中央省庁再編に伴い、この制度は全国７ブロックの地方厚生局に承認事務が移管されます。これにより、審査担当官が増強されることになる予定です。
        地方厚生局
	
	北
	海道厚生局
	（札幌市）北海道
	

	
	東北厚生局　　　（仙台市）青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県
	

	
	関東信越厚生局　　（港区）茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都
	

	
	　　　　　　　　　　　　　神奈川県、新潟県、山梨県、長野県
	

	
	東海北陸厚生局（名古屋市）富山県、石川県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県
	

	
	近畿厚生局　　　（大阪市）福井県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県
	

	
	　　　　　　　　　　　　　和歌山県
	

	
	中国四国厚生局　（広島市）鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県、徳島県
	

	
	　　　　　　　　　　　　　香川県、愛媛県、高知県
	

	
	九州厚生局　　　（福岡市）福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県
	

	
	　　　　　　　　　　　　　鹿児島県、沖縄県
	

	
	カッコ内は申請窓口のある所在地
	


９．食物アレルギー対策の推進
（１）食物アレルギーとは
　食物アレルギーとは、食物の摂取により、免疫学的機序を介して発疹等の症状が出現する場合である。
（２）食物アレルギーの実態調査結果
　厚生省では平成８年度より、「食物アレルギーの予防等に関する研究」研究班（主任研究者：名倉宏東北大学教授）を編成し、我が国における食物アレルギーの実態調査を行ってきた。それぞれの調査概要は以下の通り。
・平成８年度
　保育園児を対象とし、１３４８名より回答。全体の１２．６％に何らかの食物アレルギーを認めた。
・平成９年度
　３歳、小学校１，５年生、中学２年生、成人を対象。６～９％に何からの食物アレルギーを認めた。
・平成１０，１１年度
　全国の内科・小児科を有する病院２６８９施設にアンケート用紙を配布し、何を摂取した後にアレルギー症状を呈したか調査。１５６５症例中アレルゲンとして最も頻度が高かったのは卵であり、以下牛乳、小麦、ソバ、エビ、ピーナッツの順であった。
（３）（２）を踏まえた国の対策
　平成１１年３月に食品衛生調査会表示特別部会より出された報告書では、食物アレルギーを防止する観点から、アレルギー表示が必要であるとされている。この報告を受け、厚生省では平成１２年７月に、アレルギー物質を含む食品について特定の原材料を使用する場合には、その原材料を含む旨表示を義務化するのが適切である、という報告書が同部会より提出された。
　この報告書を受けて、現在、アレルギー物質を含む食品の表示義務化実施に向けて、準備を進めているところである。
（４）今後の対策等
　今後も「食物アレルギーの実態等及び誘発物質の解明に関する研究」研究班（主任研究者：海老澤元宏国立相模原病院医長）において実態調査を引き続き行い、２年を目途に特定の原材料の見直しを行う予定である。
［食品衛生調査会表示特別部会報告（平成１２年７月１３日）］
１．表示義務化の必要性
　国際的な動向も踏まえ、消費者の健康被害の発生を防止する観点から、食品衛生法においてもアレルギー物質を含む食品にあっては、それを含む旨の表示を義務付けることが必要。
２．表示の対象範囲と表示方法
（１）対象範囲
　「容器包装された加工食品」とすることが望ましい。
（２）表示方法
　過去の健康障害などの程度、頻度を考慮して重篤なアレルギー症状を起因する実績のあった食品について、その原材料を表示させる「特定原材料名表示」方式とすることが適当。
（３）含有量との関係
　アレルギー物質を含む食品にあっては、その含有量にかかわらず当該原材料を含む旨を表示することが必要。
　ただし、高価な原材料が特定原材料である場合には、例えば５％未満、エキス含有など、それらの含有量、形態に着目した表示も併せて記載されることが望ましい。
３．特定原材料
○ 我が国における過去の健康危害の実情を調査し、過去に一定の頻度で血圧低下、呼吸困難又は意識障害等の重篤な健康危害が見られた症例から、その際に食した食品の原材料の中で明らかに特定された原材料を、特定原材料とする。
○ 特定原材料は以下のとおりとし、今後は国内の健康危害に係る実態調査及び文献調査結果並びにコーデックス委員会での表示対象品目の改正に応じ、適宜特定原材料の見直しを行うことが望ましい。
	あわび、イカ、いくら、エビ、オレンジ、カニ、キウイフルーツ、牛肉、牛乳、
	

	くるみ、小麦、さけ、さば、そば、大豆、卵、チーズ、鶏肉、ピーナッツ、豚肉、
	

	まつたけ、もも、やまいも、リンゴ
	


１０．遺伝子組換え食品の安全性確保の推進
(http://www.mhw.go.jp/topics/idenshi_13/index.html)
（１）遺伝子組換え食品とは
組換えＤＮＡ技術とは、食品として用いられている植物等の性質を人間にとってより有利なものに変えるために、他の生物から有用な性質を付与する遺伝子を取り出し、その植物等に組み込むといった技術である。
食品の生産量を量的、質的に向上させるだけでなく、害虫や病気に強い農作物の改良や、日持ちや加工特性などの品質向上に利用され、食糧の安定供給に貢献し、天然資源の節約をもたらす。また、農薬の総使用量を減少させることにより、地球環境の悪化を防ぐことができる。
我が国では、これまでに大豆、トウモロコシ等２９品種の食品と６品目の添加物について安全性審査を行っている。
（２）安全性審査の義務化について
(http://www.mhw.go.jp/topics/idenshi_13/anzen/anzen.html)
  厚生省は、平成３年に「安全性評価指針」（生活衛生局長通知）を策定し、食品衛生調査会における審議を経て、厚生大臣が個別に安全性審査を行ってきたところであるが、法律に基づかない任意の仕組みとなっていた。
しかしながら、遺伝子組換え食品は、近年、国際的にも広がってきており、今後さらに新しい食品の開発が進むことも予想されるため、安全性未審査のものが国内で流通しないよう、安全性審査を行う制度を法的に確立しておく必要があることから、安全性審査を法的に義務化することとし、本年５月、食品衛生法第７条に基づく食品・添加物等の規格基準を改正する厚生省告示等を公布した。
これにより、平成１３年４月１日から、安全性未審査の遺伝子組換え食品は、輸入、販売等が禁止される。
なお、新しい制度の下での安全性審査の手続については、平成１２年５月以降行うことができることとされており、従来の安全性評価指針に基づき既に安全性審査が行われている２９品種の食品及び６品目の添加物についても、改めて安全性審査を行っているところである。
（３）遺伝子組換え食品の表示の義務化について
遺伝子組換え食品については、農林水産省がＪＡＳ法に基づき、平成１３年４月から表示義務化を実施することとしているが、厚生省においても、平成１２年７月、食品衛生調査会表示特別部会が、食品衛生法に基づき表示を義務化すべきとの報告をまとめたことから、現在、表示義務化の実施に向けて準備を進めているところである。
［食品衛生調査会表示特別部会報告（平成１２年７月１３日）］
(http://www.mhw.go.jp/topics/idenshi_13/hyouji/tp0713-1.html)
１．表示義務化の必要性
平成１３年４月から施行される遺伝子組換え食品の安全性審査の法的義務化を着実に実施するため、輸入届け、モニタリング検査を実施することとしているが、表示制度も、食品の内容を明らかにするものであり、安全性審査の義務化と一体のものとして行うことが必要。
２．表示の考え方
食品衛生法においては、次のような考え方から、遺伝子組換え食品であるか、非組換え食品であるかの区分について、表示を行うことが必要。
     ・ 遺伝子組換え食品である旨表示を義務付けると、これに着目した食品監視の対象となるほか、未審査のものを何の表示もせずに販売等した場合には、義務的な審査制度の下で規格基準違反となるだけでなく表示基準違反ともなる。
     ・ 食品衛生法では、食品添加物の表示を義務付けているが、これも安全性審査を経たものであり、その上で、食品の内容を明らかに示すための表示を義務付けて消費者に食品の内容を理解できるようにしているところであり、安全性審査を義務付ける遺伝子組換え食品においても同様とするもの。
３．表示の具体的な在り方
（１）表示内容
      ① 分別生産流通管理が行われた遺伝子組換え食品の場合
      　→ 「遺伝子組換え食品」である旨（義務表示）
      ② 遺伝子組換え食品及び非遺伝子組換え食品が分別されていない場合
      　→ 「遺伝子組換え不分別」である旨（義務表示）
      （参考）
      　分別生産流通管理が行われた非遺伝子組換え食品の場合
      　→ 「非遺伝子組換え食品」である旨（任意表示）
（２）義務表示の対象
関係業界が既にＪＡＳ法に基づく遺伝子組換え食品の表示の準備を進めているという実態を踏まえ、関係業界が対応可能なものからスタートするという観点から、食品衛生法の表示制度としては、平成１３年４月から、当面、次のものを義務表示の対象とし、それ以外のものについては、今後、検証技術の向上、国際的議論の推移等をみるとともに、関係者の意見を聴いた上で、具体的内容、実施時期を検討し、状況が整えば表示義務化を実施していくこととする。
○ 遺伝子組換え農産物が存在する種類の農産物である食品及びこれを原材料とする加工食品
      ＊ ただし、次の加工食品については、当面義務表示とはしないものの任意に表示することを禁止しないものとする。
      ・ 組換えＤＮＡ及びたんぱく質が除去、分解されているもの
      ・ 主な原材料（全原材料中重量が上位３品目で、かつ、食品中に占める重量が５％以上のもの）となっていないもの
（４）調査研究等の推進について
遺伝子組換え食品の安全性については、例えば、長期摂取による慢性毒性影響や、抗生物質耐性マーカー遺伝子による薬物耐性菌の問題、アレルギー誘発性などについて懸念を示している消費者や研究者がいることなどから、厚生省は、今後とも遺伝子組換え食品の安全性評価に関する研究等を推進することとしており、現在、平成１２年度厚生科学研究事業による「組換えＤＮＡ技術応用食品に関する調査研究」が実施されているところである。
また、遺伝子組換え食品等の安全性審査の法的義務化の施行に合わせ、未審査の遺伝子組換え食品等が流通しないよう、輸入時の届出やモニタリング検査等の体制を整備する必要があることから、現在、平成１２年度厚生科学研究事業 による「遺伝子組換え食品検査の信頼性確保に関する調査研究」において技術的な検討が進められているところである。
さらに、現在の科学的知見によれば、バイオテクノロジー応用食品の安全性は確保されていると判断されているが、将来、仮に、こうした食品による予期せぬ健康影響が出現した場合に、迅速に対応するため、平成１１年度から、市場に流通している食品群のサンプルを保管する「食品バンク」を設置し、長期的な監視（モニタリング）システムの構築に努めている。
（５）情報提供について
　　　国民への情報提供としては、食品衛生調査会の審議内容の公開や安全性審査に係る申請書の一般公開を行っているほか、遺伝子組換え食品の安全性審査に関する具体的内容等を紹介したＱ＆Ａ(http://www.mhw.go.jp/topics/idenshi_13/qa/qa.html)やその他関連資料を厚生省のホームページに掲載している。また、消費者が正しい情報に基づいて、食品の安全性を理解できるよう、上述の研究成果についても適切に公表するよう努めることとしている。
（６）国際的な取組　
　①ＣＯＤＥＸ委員会　バイオテクノロジー応用食品特別部会
(http://www.mhw.go.jp/topics/idenshi_13/qa/qa.html)
　平成１１年６月に開催されたＷＨＯ／ＦＡＯ合同食品規格委員会（コーデックス委員会）総会において、バイオテクノロジー応用食品の安全性評価に関する国際基準を策定するバイオテクノロジー応用食品特別部会が設置され、日本が同特別部会の議長国となることが決定した。
　その第１回会合が、平成１２年３月１４日～１７日、千葉県の幕張メッセ国際会議場で開催され、今後２つのワーキンググループ（ＷＧ）を設けて具体的な検討を進めることとされた。日本が議長を務めるＷＧの第１回会合が平成１２年７月に開催され、バイオテクノロジー応用食品の一般原則及びバイオテクノロジー応用食品リスクアセスメント（危険性の評価）に関するガイドラインについて検討が行われた。第２回ＷＧは１０月下旬に開催され、上記一般原則及びガイドライン案がとりまとめられた。一方、ドイツが議長を務めるＷＧにおいては、バイオテクノロジー応用食品の検出法を含めた利用可能な分析方法及び分析法の評価実施基準について検討が行われることとなっている。
　第２回バイオテクノロジー応用食品特別部会は、平成１３年３月に開催される予定。
　②その他
ア．ＯＥＣＤ
　平成１２年６月にＯＥＣＤにおいてバイオテクノロジー応用食品の安全性等についての報告書がまとめられ、同年の九州・沖縄Ｇ８サミットに報告され、同サミットでは、コーデックス委員会におけるバイオテクノロジー応用食品の安全性についての議論を引き続き支持していくことが合意された。
イ．ＷＴＯ（世界貿易機関）の動き
 　平成１１年７月の一般理事会において、日本側（農林水産省）から遺伝子組換え食品の取扱い等新たな課題について検討する場をＷＴＯに設置することを提案し、平成１１年１１月３０日～１２月３日にシアトルで開催予定のされた第３回ＷＴＯ閣僚会議において、遺伝子組換え食品等の安全性の評価、表示等の検討に関する提案がされたが会議が決裂したため、方向は決まっていない。 

 ウ．バイオセイフティ議定書
　 生物多様性条約に基づき、バイオテクノロジーにより改変された生物（遺伝子組換え作物を含む）が輸出入により国境を越えて移動する場合の手続を定めるため、平成８年以降、作業部会を設けて、バイオセイフティ議定書交渉が進められてきた。平成１２年１月のモントリオール非公式会合で大筋合意が得られ、同年５月の生物多様性条約締約国会議で正式に採択されたところであるが、日本はまだ批准していない。
１１．器具・容器包装及びおもちゃの安全性確保
（１）器具・容器包装及びおもちゃ等の現況

食品衛生法は、食品に起因する衛生上の危害を防止することを目的とした法律で、その対象としては、食品用器具・容器包装、おもちゃ、洗浄剤も含まれます。
近年の科学技術の進展に伴い、食品用の器具・容器包装等に使用される材質の多様化が進んでまいりました。こうした状況に鑑み、食品用の器具・容器包装に使用される個別の材質それぞれの特質に応じた規制が求められるようになり、特に、合成樹脂製の食品用の器具・容器包装等については、一般規格の上乗せ規格として、合成樹脂毎に規格の設定が行われています。
器具とは、飲食器、割ぽう具その他の食品又は添加物の採取、製造、加工、調理、貯蔵、運搬、陳列、授受又は摂取の用に供され、かつ、食品又は添加物に直接接触する機械、器具その他の物をいいます。ただし、農業及び水産業における食品の採取の用に供される機械、器具その他の物は食品衛生法の対象とはなりません。
容器包装とは、食品又は添加物を入れ、又は包んでいる物で、食品又は添加物を授受する場合そのままで引き渡すものをいいます。
おもちゃについては、乳幼児が接触することによりその健康を損なうおそれがあるものとして厚生大臣の指定するものについてが食品衛生法の対象となります。
洗浄剤については、野菜若しくは果実又は飲食器の洗浄の用に供されるものが食品衛生法の対象となります。
（２）　器具・容器包装及びおもちゃ等の食品衛生法上の規制
　①器具・容器包装等について
食品用器具・容器包装に適用される規格又は基準については、食品衛生法第10条第1項の規定に基づき設定されています。この基準又は規格に合わない器具若しくは容器包装を販売し、販売の用に供するために製造し、若しくは輸入し、若しくは営業上使用し、その規格に合わない原材料を使用し、又はその基準に合わないような方法による器具又は容器包装の製造は禁止されています。
現在では合成樹脂製の器具・容器包装をはじめ、以下の材質に関して個別に規格が設定されています。

○　合成樹脂製の器具又は容器包装
　・ホルムアルデヒドを製造原料とする合成樹脂製の器具又は容器包装
　・ポリ塩化ビニルを主成分とする合成樹脂製の器具又は容器包装
　・ポリエチレン及びポリプロピレンを主成分とする合成樹脂製の器具又は容器包装
　・ポリスチレンを主成分とする合成樹脂製の器具又は容器包装
　・ポリ塩化ビニリデンを主成分とする合成樹脂製の器具又は容器包装
　・ポリエチレンテレフタレートを主成分とする合成樹脂製の器具又は容器包装
　・ポリメタクリル酸メチルを主成分とする合成樹脂製の器具又は容器包装
　・ナイロンを主成分とする合成樹脂製の器具又は容器包装
　・ポリメチルペンテンを主成分とする合成樹脂製の器具又は容器包装
　・ポリカーボネートを主成分とする合成樹脂製の器具又は容器包装
　・ポリビニルアルコールを主成分とする合成樹脂製の器具又は容器包装
○　ガラス、陶磁器及びホウロウ引きの器具又は容器包装
○　ゴム製の器具又は容器包装
○　金属缶（乾燥した食品（油脂及び脂肪性食品を除く。）を内容物とするものは除く。）
　②おもちゃについて
食品衛生法第29条に基づき、乳幼児が接触することによりその健康を損なうおそれがあるものとして厚生大臣の指定するおもちゃについて、規格及び製造基準が設定されています。
厚生大臣の指定するおもちゃ
○　紙、木、竹、ゴム、革、セルロイド、合成樹脂、金属又は陶製のもので、乳幼児が口に接触することをその本質とするおもちゃ
○　ほおずき
○　うつし絵、折り紙、つみき
○　次に掲げるおもちゃであって、ゴム、合成樹脂又は金属製のもの
起き上がり、おめん、がらがら、電話がん具、動物がん具、人形、粘土、乗物がん具（ぜんまい式及び電動式のものを除く。）、風船、ブロックがん具、ボール、ままごと用具
　③洗浄剤について
食品衛生法第29条に基づき、野菜、果実、飲食器の洗浄に使用する洗浄剤については、食品衛生の観点からこれまでに、ヒ素・重金属・メタノール等の試験法、漂白剤・着色料等の規格及び使用基準が設定されています。
（３）厚生省の取組み・対策
厚生省においては、必要に応じ、食品に使用される器具・容器包装等について規格基準を定めるとともに、以下の④に掲げる研究を実施する等器具・容器包装等の安全性確保に努めています。
最近では、食品用器具・容器包装等に可塑剤として使用されているフタル酸エステル類の食品への移行量の調査・研究の結果等を踏まえ、緊急措置として可塑剤としてフタル酸ジ（２－エチルヘキシル）（DEHP）を含有する塩化ビニル（PVC）製手袋の食品への使用を避けるよう指導を行いました。この件の詳細については、
http://www.mhw.go.jp/houdou/1206/h0614-1_13.htmlを参照して下さい。
（４）厚生省における器具・容器包装及びおもちゃに関する研究
　厚生科学研究補助金（生活安全総合事業）において器具・容器包装及びおもちゃに関する調査・研究を実施しています。
　①器具・容器包装に関する調査研究
・食品用器具・容器包装等に使用されている物質の実態調査
・ポリ塩化ビニル製の食品用器具・容器包装等に可塑剤として使用されているフタル酸エステル類等の食品への移行量の調査
　②おもちゃに関する研究
· 乳幼児が使用する合成樹脂製のおもちゃに可塑剤として使用されているフタル酸エステル類等の摂取に関する調査研究
（５）今後の対策
厚生科学研究の進展等により新たな知見が得られた場合には、飲食に起因する国民の健康被害の防止の観点から規格基準の設定等適切な措置を講じていくこととしています。
１２．内分泌かく乱化学物質（いわゆる環境ホルモン）の調査研究の推進
（１）内分泌かく乱化学物質とは
近年、有機塩素系農薬、プラスチック容器の可塑剤、洗浄剤中の界面活性剤等、ある種の化学物質が、内分泌系（ホルモン系）をかく乱し、人の生殖機能など健康に影響を与えるという指摘がありました。内分泌かく乱化学物質(いわゆる環境ホルモン)の定義は、未だ完全に確立したとは言えませんが、世界保健機構・国際化学物質安全性計画（World Health Organization/International Programme on Chemical Safety；WHO/IPCS）では、「内分泌系の機能に変化を与え、それによって個体やその子孫あるいは集団（一部の亜集団）に有害な影響を引き起こす外因性の化学物質または混合物」と定義され、1997年２月に開催されたスミソニアン・ワークショップでは「生体の恒常性、生殖、発生、あるいは行動に関与する種々の生体内ホルモンの合成、分泌、体内輸送、結合、そしてそのホルモン作用そのもの、あるいはそのクリアランスなどの諸過程を阻害する性質を持つ外来性の物質」と定義されています。
（２）厚生省の取組
内分泌かく乱化学物質問題については、その作用の有無、種類、程度等について科学的に未解明な点が多いため、内分泌かく乱作用があると指摘されている化学物質の安全性評価について、平成10年４月に厚生省生活衛生局長の私的検討会として設置された「内分泌かく乱化学物質の健康影響に関する検討会」において議論し、同年11月に中間報告書が取りまとめられました。（http://www.mhw.go.jp/shingi/s9811/s1119-2_13.html）にリンクしてください。
その報告書の概要は以下に示すとおりです（概要については別添の図を参照）。←別添の図（一太郎８）は既存のホームページには掲載されていないため、新しくリンクさせてください。
· 内分泌系への薬理作用を期待して使用されたDES（ジエチルスチルベストロール：医薬品）のような例を除き、内分泌かく乱化学物質が与え得る人への健康影響について確たる因果関係を示す報告は見られない。
· 個々の物質の正確なリスク評価や暴露評価がなされれば、日常的な暴露レベルに対してはさしあたり必要な対策を取り得るものと考えられる。
· 内分泌かく乱化学物質問題は、現時点では科学的に未解明な点が多く残されているため、緊急性の高いものから段階的な計画を立てて対策を進めていくことが必要である。
　厚生省では、この報告を踏まえ、国際的な連携を図りつつ、調査研究を一層推進することとしています。
また、経済協力開発機構（Organisation for Economic Co-operation and Development；OECD）では、各国協力のもと内分泌かく乱化学物質を検出するための新しいスクリーニング試験法を開発し、リスクアセスメント手法を統一することを目的に、ほ乳動物を用いた試験法開発に関して検討が進められており、わが国もこれに積極的に参加しているところです。1999（平成11）年２月には、「OECD内分泌かく乱化学物質専門家会議」が東京において開催され、ほ乳動物を用いたスクリーニング試験法として３つの試験法（子宮肥大反応試験、去勢雄ラット反応試験、改良28日間反復投与毒性試験）のプロトコールについて合意しました。これに基づき行われた試験結果が各国試験機関からOECDに寄せられ、概ね良好な再現性が得られたことが示されたところです。
（３）国際機関の主な取組
　1997年の「第２回化学物質安全性に関する政府間フォーラム」において、内分泌かく乱化学物質の潜在的なヒト健康影響や生態影響の可能性が指摘されて以降、国際化学物質安全性計画(IPCS)と経済協力開発機構（OECD）は、国際的な研究における中心的な役割を果たしてきています。
①国際化学物質安全性計画（IPCS）における取組
国際化学物質安全性計画（IPCS）では、1998年３月より「WHO／IPCS内分泌かく乱化学物質に関する合同運営委員会」を設置し、内分泌かく乱化学物質に関する地球規模の研究データベースの策定と科学的評価文書の作成を進めています。
前者については、現在、22ヶ国を超える地域の大学及び研究機関（政府及び非政府の両方を含む）からの700を超える進行中の研究プロジェクトがオンラインで閲覧でき、常に更新が行われています。
後者については、計５回の会合により序章及び各章の構成と内容が検討され、全原稿のドラフトがとりまとめられ、2000年９月には、本委員会による評価が行われ、2000年中を目途に世界規模での科学者の評価を経て、2001年春以降に原稿の完成及び出版が見込まれています。
②経済協力開発機構（OECD）における取組
　経済協力開発機構（OECD）では、1998年３月に、「試験法とアセスメントのための専門家会議（EDTA）」を設置し、ほ乳動物を用いた健康影響に関するスクリーニング試験の開発を進めています。直近では、2000年５月17日に第４回会合が開催され、その概要は以下の通りです。
ほ乳動物を用いた健康影響に関するスクリーニング試験の開発に関しては、子宮肥大反応試験、去勢雄ラット反応試験、改良28日間反復投与毒性試験について、日本、欧州、韓国、米国の試験研究機関が参画して、同一プロトコールによる共同試験が実施されているところです。子宮肥大反応試験は国立医薬品食品衛生研究所が、去勢雄ラット反応試験は米国環境保護庁が、また改良28日間反復投与毒性試験は欧州の産業界がそれぞれ中心となって、共同試験を進めており、2001年の早い時期に作業が終了する見込みです。
（４）米国の主な取組
　内分泌かく乱化学物質のスクリーニングと検査に関する諮問委員会（Endocrine Disruptors Screening and Testing Advisory Committee；EDSTAC)では、1998年8月の最終報告において、内分泌かく乱化学物質のスクリーニングと検査の評価を行うために優先順位付けしたうえで、２段階のスクリーニング、危害評価を実施すること等を提案しています。また、低用量における作用・影響の有無についても検討の必要性を示唆しています。
　これをうけて、内分泌かく乱化学物質スクリーニング計画・優先順位付けのためのワークショップ(Priority Setting Workshop for the Endocrine Disruptors Screening Program；EDSP) が1999年1月20-21日と2000年6月5-7日に開催されました。このワークショップは、EDSTACによる優先順位付けを検討するためのもので、内分泌かく乱化学物質優先順位付けデータベース(EDPSD)を開発し、スクリーニング試験を優先的に実施すべき化学物質を検討しました。
2000年10月には、米国毒性計画・内分泌かく乱化学物質低用量問題評価会議 (The US National Toxicology Program's (NTP) Endocrine Disruptors Low Dose Peer Review)が開催され、内分泌かく乱化学物質の低用量における影響について、科学的な根拠を現在までの知見に照らして評価しました。
（５）厚生省における内分泌かく乱化学物質に関する研究費
	
	平成８年度
	平成９年度
	平成１０年度
	平成１１年度

	研究費
	７２９万円
	１，６１９万円
	eq \o\ad(\d\fo"本予算　"(),本予算)：　１億円
補正予算：１０億円
	７．５億円



（６）今後の検討
これまでのところ、食品用器具及び容器包装などから溶出するレベルの化学物質については、人の健康に重大な影響が生じるという科学的知見は得られておらず、現時点で直ちに使用禁止等の措置を講ずる必要はないものと考えられています。
厚生省としては、食品等からの化学物質の暴露や体内動態等、ヒトの健康影響に関する調査研究を実施してきており、今後これらの調査研究成果等に基づき、必要に応じて検討会や食品衛生調査会等において検討を行い、今後とも国民の健康確保に支障を来すことのないよう食品衛生に係る適切な措置を講じてまいります。
１３．食品中のダイオキシンの調査研究の推進
（１）ダイオキシンとは
　　ダイオキシンとは、主に廃棄物の焼却等で発生する化学物質で、強い毒性を示し、　難分解物質であるとともに、環境中の生物や人体の脂肪組織に蓄積することが知られ　ています。
　　ダイオキシンは、１種類ではなく、ジベンゾジオキシン（PCDD）１２種類、ジベ　ンゾフラン（PCDF）１５種類、コプラナーＰＣＢ１２種類の混合物として存在してい　ます。
　　１９９９年６月、ダイオキシンの耐容一日摂取量（長期にわたり体内に取り込むこ　とにより健康影響が懸念されるものについて、その量まではヒトが一生涯にわたり摂　取しても健康に対する有害な影響が現れないと判断される一日当たりの摂取量）が、　厚生省及び環境庁の専門家委員会検討され、当面４pgTEQ/kgbw/日（１日に体重１kg　当たり４pgTEQの意味。体重50kgの人であれば、４pgTEQ×50kgで計算し、耐容　一日摂取量は200pgTEQとなる。）とされました　　
　（http://www.mhw.go.jp/houdou/1106/h0621-3_13.html）
（２）ダイオキシンと食品衛生
  　食品中のダイオキシンによる健康影響については、食品全体から摂取するダイオキ　シンの総量（１日平均摂取量）を把握し、耐容一日摂取量と比較する事により評価す　べきものと考えております。
　　平成11年度のトータルダイエット調査によれば、平均的な食生活をしている日本人　の１日平均のダイオキシン摂取量の推計値は約２.２５pgTEQ/kg体重/日と推計されて　おり、耐容一日摂取量を下回っているため、食品衛生上の問題がないと考えています。
  （http://www.mhw.go.jp/topics/dioxin_13/tp1128-1.html）
　　しかしながら、偏りのないバランスの良い食生活が勧められています。
　　ダイオキシンの摂取のほとんどは、食事由来であることから、厚生省は食品中のダ　イオキシンについて主に、(1)食品全体から国民１人あたりに摂取するダイオキシンの　推計、(2)個別食品のダイオキシン濃度の調査、について、摂取量の推計調査は平成８　年度から、個別食品の調査は平成４年度から実施しており、今後とも引き続き調査す　ることとしております。　
（３）調査の実施状況
　①トータルダイエット調査について
　　 厚生省では、平成８年度から国民全体の平均的な摂取量を測定する調査（トータル　 ダイエット調査）を実施しています。これは、通常の食生活において、食品を介して   化学物質等の特定の物質がどの程度実際に摂取されるかを把握するための調査方法     であります。具体的には、飲料水を含めた全食品を１４群に分け、国民栄養調査によ　 る食品摂取量に基づき、小売店等から食品を購入し、必要に応じて調理した後、各食   品群ごとにダイオキシンの分析を行い国民１人あたりの平均的な１日摂取量を推定す   るものです。
     平成９年度からの調査結果については、以下のとおり、この３年間では平均のダイ　 オキシン摂取量は、2.00～2.41pgTEQ/kg体重/日となっており、耐容一日摂取量の４　 pgTEQ/kg体重/日を下回っています。
(表１：平成９年度からのトータルダイエット調査結果）
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	99.8pgTEQ/日
	112.6pgTEQ/日
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	(61.1～136.0pgTEQ/日)
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　数値は平均値、（　）内は範囲を示す。なお、体重1kg当たりの一日摂取量は日本人の平均体重を50Kgとして計算している。
　　
　②　個別食品中のダイオキシン調査について
    厚生省では、これまでに魚介類、肉類・卵類、牛乳等、９０４検体の個別食品につ　いてに調査を行っています。検体数の推移及び調査結果の概要は以下のとおりです。
　　食品の種類ごとの濃度では、平成１１年度の調査では、魚介類中濃度が最も高く、　総ダイオキシンが平均1.492pgTEQ/g、水産加工品では平均0.452pgTEQ/g、乳類では平　均0.230pgTEQ/g、肉類では平均0.191pgTEQ/g、卵類では平均0.127pgTEQ/g、野菜類で　は、平均0.024pgTEQ/g、海草類では平均0.021pgTEQ/g、食肉加工品では0.013pgTEQ/g、　果実類では平均0.003pgTEQ/g、茸類では、〈0.001pgTEQ/gでした。
  （http://www.mhw.go.jp/topics/dioxin_13/tp1128-1.html）
（表２：検体数の推移）
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                                    個別食品合計 　９０４検体
（表３：個別食品調査結果の概要）
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　③　食品からのダイオキシン摂取量の推移について
　　　 昭和５２年度（1977年度）から平成１０年度（1998年度）までの保存されてい　　たトータルダイエット試料を調査したところ、以下に示すとおり、ダイオキシンの　　摂取量は、1977年から1998年までに約１/３に減少していました。
（表４：保存試料の調査の概要）（http://www.mhw.go.jp/topics/dioxin_13/tds.html）
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                                                    （単位：pgTEQ/kgbw/日）
（４）消費者への情報提供について
      平成９年度以降に行われた調査結果については、厚生省ホームページに掲載して　　ます。（http://www.mhw.go.jp/topics/dioxin_13/index.html）
　　　また、審議会資料等を公表しております。（http://www.mhw.go.jp/shingi/index.html）
      今後とも、引き続き、食品からのダイオキシン一日摂取量調査等を継続実施する　　とともに、調査の結果を分かり易く公表して行く予定です。
【参　考　：　用　語　説　明】
ダイオキシン：
ダイオキシン類及びコプラナーＰＣＢ
ダイオキシン類：
ポリ塩化ジベンゾパラジオキシン（PCDD）
ポリ塩化ジベンゾフラン（PCDF）
コプラナーＰＣＢ（Co-PCB）
PCDD及びPCDFと類似した生理作用を示す一群のPCB類
トータルダイエットスタディ
通常の食生活において、食品を介して化学物質等の特定の物質がどの程度実際に摂取されるかを把握するための調査方法。飲料水を含めた全食品を１４群に分け、国民栄養調査による食品摂取量に基づき、小売店等から食品を購入し、必要に応じて調理した後、各食品群ごとにダイオキシンの分析を行い国民１人あたりの平均的な１日摂取量を推定するもの。
ＴＥＦ：
ダイオキシンは通常混合物として環境中に存在するため、様々な同族体のそれぞれの毒性強度を最も毒性が強いとされる2,3,7,8-TCDDの毒性を１とした毒性等価計数（ＴＥＦ：Toxic Equivalency Factor）を用いて表す。なお、今回は1997年にWHOで再評価された最新のＴＥＦを用いている。
TEQ：
ダイオキシンは通常混合物として環境中に存在するので、摂取したダイオキシンの毒性の強さは、各同族体の量にそれぞれのＴＥＦを乗じた値を総和した毒性等量（TEQ：Toxic Equivalent）として表す。
耐容一日摂取量：
長期にわたり体内に取り込むことにより健康影響が懸念される化学物質について、その量まではヒトが一生涯にわたり摂取しても健康に対する有害な影響が現れないと判断される一日当たりの摂取量。ダイオキシンの耐容一日摂取量については、1999年６月に厚生省及び環境庁の専門家委員会で、当面４pgTEQ/kgbw/日（１日に体重１kg当たり４pgTEQの意味。体重50kgの人であれば、４pgTEQ×50kgで計算し、耐容一日摂取量は
200pgTEQとなる。）とされている。
       厚 　生 　省 
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 食品、添加物、器具及び容器包装等について


 (1) 規格基準の設定→規格基準に違反した食品等の販売等の禁止


 (2) 表示基準の設定→表示基準に違反した食品等の販売等の禁止


 (3) 添加物の指定→指定外添加物の使用等の禁止


 (4) 新開発食品の販売禁止


 (5) 有害食品等の販売等の禁止


 (6) 病肉等の販売等の禁止


 (7) 有害物質等の混入等の防止の基準


 その他･･･食品衛生法に基づく必要な措置
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総　数       営業に対す


7,558人 　  る監視指導





 食　品　関　係　営　業　者





食品等の輸入





資料：厚生省大臣官房統計情報部「衛生行政業務報告」（平成１０年度末現在）


　　　ただし、検疫所の食品衛生監視員数は、厚生省生活衛生局調べ（平成１１年度末現在）





          (1) 飲食店営業等の営業許可を要する施設  　　           2,620,199施設 


          (2) その他営業許可を要しない施設         　　          1,606,172施設　





                              　　　            サルモネラ　　　　畜肉、鶏肉、鶏卵　　　卵加工品、食肉など


　　　　　　　　　　                          　腸炎ビブリオ　　　生鮮魚介類　　　　　　さしみ、すし、弁当類など


　　　　　　　　　                          　　病原大腸菌　　　　人、動物の腸管　　　　飲料水、サラダなど


　　　　　　　　                          　　　ｶﾝﾋﾟﾛﾊﾞｸﾀｰ　　　　ニワトリ、ブタ　　　　鶏肉、飲料水など


　　　　　　細菌性食中毒　               　ウエルシュ菌　　　　人、動物の腸管   　　シチュー、カレー


　　　　　　　　                          　　　ブドウ球菌　　　　手指の化膿　　　　　　シュークリーム、おにぎりなど


　　　　　　　　　　                          　ボツリヌス菌　　　土壌、動物の腸管、魚介類


　　　　　　　　　                          　　セレウス菌　　　　土壌、河川


　　　　　　　　　　　                         エルシニア・


　　　　　　                          　　　　エンテロコリチカ　　食肉、乳製品、野菜


　　　　　　　　　                          　　ナグビブリオ　　　生鮮魚介類　　　　　　さしみ、すし、弁当類など


　　　　　　　　　　                          　　コレラ菌　　　　コレラ汚染地区の魚介類、生水など


　　　　　　　　　　　                          　赤痢菌　　　　　人、動物


　　　　　　　　　　                          　　チフス菌　　　　人


　　　　　　　　　                          　パラチフスＡ菌　　　人


　　　　　　ウイルス性食中毒　　　　　小型球形ウイルス等　　　　　　　　　　　　　　　　貝類等


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                          　　　　　　　　


　　　　　　自然毒食中毒　             植　物　性　　　　　　　　　　　　　　　　　　毒キノコなどの有毒植物


　　　　　　                          　　動　物　性　　　　　　　　　　　　　　　　　　フグ、毒カマス、毒化した貝など





　　　　　                          化学物質の食品中への混入　　　　　　　　　　　　　洗剤、消毒薬などの薬剤


　　　　  化学性食中毒　       　有毒性金属による食品汚染　　　　　　　　　　　　　微量重金属


　　　　　          　　　　　　　　　その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　油脂の変敗、ヒスタミンなど
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